
訪問介護サービス重要事項説明書 

令和 8年 6月 1日現在 

 

１．事業の目的及び運営の方針 

（1） 事業の目的 

   会津若松市社会福祉協議会訪問介護事業所が設置する指定訪問介護事業の適正な運営を確保するた

めに必要な人員及び管理運営に関する事項を定め、指定訪問介護の円滑な運営管理を図ると共に、要

介護状態の利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の立場に立った適正な指定訪問介護の提供を確保

することを目的とする。 

 

（2） 運営方針 

   事業所のホームヘルパー等は、要介護状態等の利用者が可能な限りその居宅において、有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、身体介護その他生活全般にわたる援助を行うもの

とする。事業の実施にあたっては、介護保険法その他関係法令及びこの契約の定めに基づき、関係市

町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り訪問介護計画書に基づき適切なサービ

スの提供に努めるものとする。 

 

２．職員の職種、人数、及び職務内容 

職 名 人 数 職   務   内   容 

管理者 １名 事業所の従事者の管理及び職務の管理を一元的に行う。 

サービス提供責任者 3名 

事業所に対する指定訪問介護の利用の申込みに係る調

整ホームヘルパー等に対する技術指導、訪問介護計画の

作成等を行う。 

ホームヘルパー 10名以上 指定訪問介護の提供を行う。 

 

３．事業所概要 

名  称 会津若松市社会福祉協議会 訪問介護事業所 

所在地及び連絡先 
〒965-0871  会津若松市栄町５番１７号 

℡ 0242-36-6511(通常連絡可能な体制) 

営 業 日 月曜日から土曜日 但し 12 月 29 日～1月 3 日を除く（応相談） 

営 業 時 間 午前 6 時 00から午後 9 時 00分まで（応相談） 

提 供 地 域 会津若松市 （提供地域外にお住まいで利用希望の方はご相談ください） 



４．提供するサービスの内容（介護保険給付対象サービス） 

身体介護に関する内容 生活援助に関する内容 

① 排泄介助 

② 食事介助 

③ 特段調理 

④ 清拭・入浴・部分浴・身体整容 

⑤ 洗面など・更衣介助 

⑥ 体位変換・起床・就寝介助 

⑦ 移動・移乗介助・外出介助 

⑧ 服薬介助 

⑨ 自立支援・重度化防止のための見守り援助 

⑩ その他必要な身体の介護 

①住宅の掃除、整理整頓 

②衣類の洗濯 

③ベッドメイク 

④衣類の整理・補修 

⑤一般的な調理、配膳下膳 

⑥生活必需品の買い物 

⑦その他日常必要な家事 

  相談援助、代読、代筆、デイサービス準備 

  給油、戸締りの確認、関係機関連絡 

  安否確認 等 

【訪問介護員の禁止行為】 

  ＊別紙参照 

 

５．利用者負担金 

（１）お支払いいただく「利用料金」は原則として「介護保険負担割合証利用者負担の割合額」です。 

【基本】 

身体介護中心(単位/回) 生活援助中心(単位/回) 

20 分以上 30分未満 244 単位 20 分以上 45分未満 179 単位 

30 分位以上 1時間未満 387 単位 45 分以上 70分未満 220 単位 

1 時間以上 1 時間半見満 567 単位 

以降 30分を増すごとに 82 単位 

身体介護に引き続き生活援助を

行った場合 
65 単位 

【加算】 

加算の種類 要件 加算額・率 

早朝・夜間 

早朝（6時から 8時） 

夜間（18時から 22時） 

サービス提供する場合 

基本部分に対し 25％ 

初回加算 

初回訪問時にサービス提供責任者が

実施または同行した場合 初回月 200円 

緊急時訪問介護加算 

居宅介護支援員と連携を図り必要と

認められた居宅サービス計画にない

身体介護を提供した場合 

1 回訪問につき 100円 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ  基本部分に対し 20.7％ 

特定事業所加算Ⅱ  基本部分に対し 10％ 



【その他の料金】 

キャンセル料 
訪問予定日の前日午後 5時以降にキャ

ンセルが生じた場合 
1 回につき 500円 

交通費 通常実施地域以外にお住まいの方 
往復分につき 1 ㎞ 50 円 

(市境界から利用者宅まで) 

公共交通機関利用時  全額利用者負担 

（２）介護保険法に基づいて、保険料の滞納等がある場合は償還払いとなります。この場合、いったん利用

料の全額をお支払いいただき、事業所で発行するサービス提供証明書を保険者である市町村窓口に

提示して原則として自己負担との差額である９割の償還を受けていただくことになります。  

（３) 介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用の一部が制度上の支給限度額を越える場合を含む。）

には、全額自己負担となります。（介護保険外のサービスとなる場合には、居宅サービス計画を作成

する際に居宅介護支援専門員から説明のうえ、利用者の同意を得ることになります。） 

（４）利用者負担額は、サービスを受けた月の翌月末日までに会津若松市社会福祉協議会取り扱い金融機

関（東邦銀行、福島銀行、大東銀行、会津信用金庫、会津商工信用組合、ＪＡ、郵便局）のうち利用

者のお持ちの通帳から振替させていただきます。 

 

６．秘密保持（個人情報の取り扱い） 

 （１）事業者は、業務上知り得た利用者及び家族に関する秘密及び個人情報については、契約中及び契約

終了後、第三者に漏らすことはありません。 

（２）事業者は、予め文書で同意を得ない限り個人情報は提供いたしません。 

 

７．損害の対応について 

   サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき理由により利用者の生命、身体、財産等に

賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を所定の手続きを行うものです。 

 

８．緊急時及び事故発生時の対応について 

   サービスの提供中に容体の変化があった場合、その他緊急事態が生じたときは、必要に応じ速やか

な対応を講じ、主治医、広域消防署（１１９）家族、居宅介護支援事業所、保険者である市町村へ連絡

いたします。 

 

９．身体拘束の禁止 

   訪問介護利用中は、利用者の自由を制限するような身体拘束は行いません。 

  但し、利用者の生命又は身体を保護するために緊急やむ得ない場合に限っては、一時的に行うことが

あります。その際は別途説明し同意を頂きます。 

 

１０．高齢者虐待防止 

   高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に伴い、虐待と思われる事案があ

った場合は、内容を家族、居宅介護支援事業者（地域包括支援センターへ）行政へ相談通報します。 

 



１１．虐待防止の対策 

   事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するための次の措置を講じます。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者 

虐待防止に関する窓口 サービス提供責任者 

  （２）虐待防止委員会を定期的に開催し、結果について職員に周知します。 

  （３）虐待防止のための指針を整備します。 

  （４）虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

 

１２．感染症の予防及びまん延の防止 

   感染症の予防及びまん延等に関する取り組みの徹底を求める観点から必要時の委員会の開催、指針

の整備、研修会の実施、訓練（シミュレーション）の実施等に取り組みます。 

 

１３．業務継続計画の策定 

（１） 感染症や非常災害の発生において、利用者に対してサービス提供を継続的に実施するため、及

び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という）を策定し、

その計画に従い必要な措置を講じます。 

（２） 事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期

的に実施する。 

（３） 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 

 

１４．ハラスメントへの取り組み 

   当事業者においては次の事由に当てはまる場合、利用者に対して文書で通知することにより、この 

契約を解除することができます。 

（１） 利用者または家族が、事業者や職員、訪問介護員にたいして、この契約を継続し難いほどの背

信行為（介護現場におけるハラスメント対応マニュアルに定義）を行い、その状態が改善され

ない場合 

（２） 身体的暴力（たたく等） 

（３） 精神的暴力（大声を発する、怒鳴る等） 

（４） セクシャルハラスメント（必要もなく体を触る等） 

  

１５．サービス利用に当たっての留意事項 

（１） 利用者又は家族に体調変化があった場合（インフルエンザ、新型コロナウイルス及び濃厚接触、

下痢、嘔吐等）は事務所に連絡ください。 

（２） 職員、訪問介護員に対してお茶、贈物等はご遠慮ください。 

 

 

 

 



１６．相談、要望、苦情等の窓口 

（１）サービスについてのお問い合わせや相談、要望、苦情等は下記窓口までお申し出下さい。 

担 当 者   サービス提供責任者 

受付曜日   月曜日から金曜日 

受付時間   午前８時３０分から午後５時００分まで 

電 話    ０２４２－３６－６５１１ 

F A X    ０２４２－２８－４０３９ 

※営業時間においてこの時間外については電話等により常時連絡が可能な体制にしています。 

 

（２）当事業所ご利用者相談・苦情担当 

会津若松市社会福祉協議会 

苦情解決責任者 廣瀬 源 ０２４２－２８－４０３０ 

苦情受付担当者 内山 嘉昭 ０２４２－２８－４０３０ 

 

（３）当事業所では、地域にお住まいの以下の方を苦情解決委員に選任し、地域住民の立場から当事

業所のサービスに対するご意見などをいただいています。当事業所への苦情やご意見は「苦情解

決委員」に相談することができます。 

苦情解決委員 
宮城 卓二 

小山 豊 

０８０－５７３４－５８１８ 

０８０－１６７８－８５４６ 

（４）その他の苦情受付機関   （土・日・祝日を除く） 

 

 

１７．サービスの第三者評価の実施状況 

 

第三者による 

評価の実施状況 

 

あ り 

実施日  

評価機関名称  

結果の開示  

な し 

 

 

 

 

 

  

機関名 電話番号 

会津若松市役所 高齢福祉課 ０２４２－３９－１２４７ 

福島県国民健康保険団体連合会 苦情相談窓口 ０２４－５２８－００４０ 

福島県社会福祉協議会 福島県運営適正化委員会 ０２４－５２３－２９４３ 



重 要 事 項 説 明 確 認 書 

 

 
 指定訪問介護サービスの提供の開始に際し、契約書及び本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

 

  年  月  日 

 

事業者 (所在地) 福島県会津若松市追手町５番１７号 

 (名  称) 社会福祉法人  

会津若松市社会福祉協議会 訪問介護事業所   印 

会長 五十嵐 司也               

 

 (説明者)                                               印 

   

   

 

 

 

 私は、本書面により事業者から訪問介護について重要な事項の説明を受けました。 

 

  年  月  日 

 

利用者 (住  所) 会津若松市 

                                                   

   

   

 (氏  名)                                               印 

   

 

  

家族  (住  所)  

又は                                                   

代理人   

   

 (氏  名)                                               印 

               （続柄         ） 


